
平成 24 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）  

（農林水産省） 

制 度 名 
産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法(産活法)に基
づく登録免許税の税率の軽減措置 

税 目 

 
登録免許税 
（租税特別措置法第 80条、第 81条第 6項） 
（租税特別措置法施行令第 42条の 6第 1項及び第 2項） 
（租税特別措置法施行規則第 30 条の 2 第 1 項～第 3 項、第 31 条第 4
項～第 6項）） 

 

要

望

の

内

容 

 
産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以下「産活法」とい
う。）に基づく登録免許税の特例措置を平成 26 年 3 月 31 日まで（2 年間）延
長する。 
 
(1)対象者 
産活法に基づき、事業再構築計画、経営資源再活用計画、経営資源融合計画、
資源生産性革新計画の認定を受けた事業者（当該事業者がその経営を実質的に
支配している者（関係事業者）を含む。） 
なお、平成２３年の産活法改正に伴い、事業再構築計画の支援対象から「資本
の相当程度の増加（単純増資）」が除かれており、本措置の適用対象の見直し
（縮減）を行ったところ。 
 
(2)特例措置 
上記対象者が認定計画に従って行う合併、会社の分割、事業若しくは事業に必
要な資産の譲受け、資本の相当程度の増加（合併等の事業の構造の変更を伴う
ものに限る。）、会社の設立等における登録免許税を以下のとおり軽減する。 
 

租税特別措置法 

第８０条第１項 
措置の内容 通常の税率 

産活法の

特例 
軽減率 

1 号 会社の設立、資本金の増加 0.7% 0.35% 0.35% 

2 号 合併 0.15% 0.1% 0.05% 

（括弧書きの部分） （資本金が増加する場合の合併） 0.7% 0.35% 0.35% 

3 号 分割   0.15% 0.1% 0.05% 

（括弧書きの部分） （資本金が増加する場合の分割） 0.7% 0.35% 0.35% 

4 号（売買） 
不動産の所有権の取得 

土地 2.0% 1.6% 0.4% 

建物 2.0% 1.6% 0.4% 

船舶の所有権の取得   2.8% 2.3% 0.5% 

5 号 

合併時 
不動産 0.4% 0.2% 0.2% 

船舶 0.4% 0.3% 0.1% 

分割時 
不動産 1.3% 0.2% 1.1% 

船舶 2.8% 1.2% 1.6% 

 
 
 平年度の減収見込額 

（制度自体の減収額） 
 － 百万円 

（1,300百万円） 
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充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

我が国に存する経営資源の効率的な活用が図られる環境を整備し、企業全体の
生産性を向上させるとともに、オープン・イノベーションを推進する新たな仕
組みを構築することにより、我が国経済の新陳代謝の能力を高める。また、構
造的な資源価格の高騰に耐えうる新たな経済産業構造の構築により、我が国の
資源生産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長の実現を目指す。 

 

 

 

⑵ 施策の必要性 
我が国産業の生産性の向上及び国際競争力の強化を実現するためには、組織再
編・事業再編を通じ経営資源の効率的な活用を促進することが重要である。 
本措置は、認定事業者が経営資源の有効活用を図るため、組織再編・事業再編
を行う場合において、追加的に新たな商品開発などの事業革新を行う場合に限
り、当該再編に係る費用を軽減することにより、より前向きな組織再編・事業
再編を促すものである。 
特に、平成 20年下期以降の世界的な経済収縮に対して、業界再編等を通じて

対応することは喫緊の課題であり、産活法に基づく生産性向上、事業革新、資
源生産性向上など一定の基準を満たす取組について、再編時に課税される登録
免許税を軽減することにより、様々な業界における経営統合や組織再編を加速
する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

 

合 

理 

性 
政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

《大目標》 
食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振

興、農業の多面的機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の
増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定
向上と国民経済の健全な発展を図る。 
《中目標》 
１食料の安定供給の確保 

《政策分野》 
③食品産業の持続的な発展 

政 策 の 

達成目標 

産活法の計画認定に基づく政策支援を通じて、企業の自力再
生、経営資源の有効活用に加え、異業種の連携などを促進する
ことにより、企業の生産性の向上を図る。 
 
【目標】平成 25年度に、企業の生産性を平成 22年度より 2％以
上向上させる。 
 ○ROE：平成 22年度値＋2％ 
（事業再構築計画（3 年以内）の終了時点における目標値） 

 ○ROA：平成 22年度値＋2％ 
（経営資源再活用計画（3 年以内の終了時点における目標値）） 
注)ROE：自己資本当期純利益率、ROA：総資産経常利益率 

 
また平成 20 年から続く資源価格の不安定化に対応するため、資
源生産性の向上に取り組む。 
【目標】平成 25 年度に、エネルギー生産性又は炭素生産性を平
成 22年度よりそれぞれ以下のとおり向上させる。 
 ○エネルギー生産性：平成 22年度より＋6％以上向上 
 ○炭素生産性：平成 22年度より＋7％以上向上 



注 1)エネルギー生産性＝ 
付加価値額／エネルギー使用量 

注 2)炭素生産性＝ 
付加価値額／エネルギー起源二酸化炭素排出量 

 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
平成 24年 4月 1日～平成 26年 3月 31日（2年延長） 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
我が国の経営資源の効率的な活用を促進し生産性の向上を実現す
ることを通じて、我が国経済の活力向上及び持続的な発展を実現す
る。 
具体的には、本措置を活用した企業の ROE、ROA の平均値が、政
策目標（ROE、ROA：平成 22 年度値＋2％）を上回ることを目指す。 
 
また資源生産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長を実現す
る。 
具体的には、本措置を活用した企業の資源生産性を高めるため、3
年間でエネルギー生産性の 6％以上向上又は炭素生産性の 7％以
上向上を実現することを目指す。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

○ROE（自己資本当期純利益率）の実績 
【制度創設】平成 11 年度：0.8% → 平成 21 年度：1.9% 

○ROA（総資産経常利益率）の実績 

【制度創設】平成 11 年度：2.1% → 平成 21 年度：2.2% 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
平成 24年度 ３０件程度（うち農林水産省関係３件） 
平成 25年度 ３０件程度（うち農林水産省関係３件） 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
産活法の認定を受けた計画のうち、8割以上が本措置を活用し
ており、本措置が活用できない場合は、組織再編や事業再編を
通じた経営資源の効率的活用を図る産活法全体の政策目的を阻
害することになる。 
また、現下の日本経済を取り巻く環境は、内需の減退や新興国
の台頭による影響など楽観視できるものではなく、我が国企業
にはグローバル競争下において競争力を有するコア事業や高付
加価値事業への積極投資・事業転換が喫緊の課題である。した
がって、本措置が引き続き手当されない場合には、グローバル
経済における我が国企業の競争力低下を招くことになる。 
 



相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
事業革新設備の特別償却 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
該当なし 
 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
－ 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
本措置は、経営資源の効率的な運用を目指した戦略的な組織再編・
事業再編に加えて、新たな商品開発や生産工程の導入などの事業
革新を行うものについて、その他一定の基準を満たす計画を主務大
臣が認定した場合に限り、本措置を講じている。本措置により、上記
のような事業構造の変更・事業革新等に要する費用を軽減すること
で、本措置の適用を受ける企業の抜本的な生産性の向上を促すもの
であり、組織再編等に関する資金面での阻害要因を除去する特例措
置として妥当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
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項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
過去の適用実績は以下のとおり。 
 
【本措置を利用した計画の認定件数】       （単位：件） 

 
18
年度 

19
年度 

20
年度 

21
年度 

22
年度 

合計 

件数 26 21 18 24 20 109 

うち 

農林水産省関係 
2 2 4 5 0 13 

 
 
【減収額】                    （単位：百万円） 

 
18
年度 

19
年度 

20
年度 

21
年度 

22
年度 

減収額 3,789 1,586 4,509 2,609 557 

うち 

農林水産省関係 
377 439 77 384 0 

 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
登録免許税の軽減措置を講ずることにより、会社設立や増資等
の取引に係るコスト(トランザクションコスト)を軽減し、事業
再生・事業再編を促進することは、我が国産業の生産性の向上
に有効である。 
平成 15～22 年度に産活法で認定した計画のうち 8 割以上が登録
免許税を活用（全省庁ベース）している。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
我が国経済の持続的な発展を図るためにはその生産性の向上が
重要であることにかんがみ、特別の措置として、事業者が実施
する事業再構築、経営資源再活用、経営資源融合、資源生産性
革新等を円滑化するための措置を雇用の安定等に配慮しつつ講



ずるとともに、中小企業の活力の再生を支援するための措置及
び事業を円滑化するための措置を講じることにより、我が国の
産業活力の再生を図るとともに、我が国産業が最近における国
際経済の構造的な変化に対応したものとなるための産業活動の
革新に寄与することを目的とする。 
 
(見込適用件数) 

平成 21年度：4件、平成 22年度：4件 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
農林水産省において以下の計画認定実績があり、認定事業者が
行う事業再構築等を通じた経営資源の有効活用に一定の貢献を
している。 
  平成21年度認定件数： 5件 平成22年度認定件数：0件 
ただし、平成 23年度認定件数は、2011年 5月現在で計画変更で
2件あり。 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 11年  創設 
平成 12年  税率引き下げ 
平成 13年  2年間延長 
平成 15年  5年間延長（※平成 18年以後 縮減） 
平成 18年  2年間延長 
平成 20年  2年間延長 
平成 21年    2年間延長（会社分割に係る不動産移転登記に係 

る登録免許税のみ） 
平成 22年  2年間延長 
平成 23年  一部縮減（産活法改正により適用対象が一部変更 

されたことによる縮減） 
 
 
 


